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第２研究グループ 齋藤芳子、中山保夫、細野光章、福川信也、小林信一

































2 期と第 3 期は制度が定着した後に制度が安定成長した時代である。ただし、第 2 期と第 3 期では若干傾向が異なる。
第 2 期は、中小企業の参入の拡大や団体、地方自治体の参入が見られはじめる時期である。第 3 期には地域内連携の
拡大、業種や研究分野の多様化が顕在化する。ここにいたって、有力大学と有力企業が牽引した産学連携の担い手が、












































































科学技術に寄与する人的資源 (Human Resources devoted to Science and
Technology: HRST) の蓄積および流動を測定する目的で、1995 年に経済開
発協力機構 (OECD) と欧州委員会欧州共同体統計局 (Eurostat) が共同で作














































・5/19 渡辺 泰司: タイ国家科学技術庁 (NSTDA) 政策アドバイザー
Dr. Patarapong Intarakumnerd: 同全国イノベーション・システム・プロジェクト・マネー
ジャー
・5/26 Mr. Bjorn Haugstad: ノルウェー教育・研究副大臣 他
○ 講演会・セミナー










・5/21 「Research & Development for Sustainable Energy & Water Supply」








Mr. Kei Koizumi: 全米科学振興協会 (AAAS) R&D 予算・政策プログラム長
「米国の政策動向のマクロ・ミクロ分析」
清貞 智会: 米 SRI インターナショナル社 科学技術・経済発展センター上級科学技
術政策アナリスト
○ 科学技術政策研究所に係る平成 15 年度第 1 期研修プログラムの実施( 表紙写真)










・「科学技術動向 2003 年 5 月号」(5 月 30 日発行)
 特集 1 エピジェネティック・がん研究の必要性 - ポストゲノム時代のがん研究 -
 ライフサイエンス・医療ユニット 伊藤 裕子
 特集 2 RFIDの動向
 情報通信ユニット 小松 裕司、客員研究官 山田 肇
 特集 3 革新的原子炉としての高温ガス炉の研究開発動向
 環境・エネルギーユニット 大森 良太
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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